
議 案 第 ２２ 号

（ 総 則 ）
第１条   平成３１年度広川町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（ 業務の予定量 ）
第２条   業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）  処理戸数 2,065 戸
（２）  年間有収水量 700,750 ㎥
（３）  主要な建設改良事業

管路建設費 285,500 千円
流域下水道建設負担金 4,176 千円

（ 収益的収入及び支出 ）
第３条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

   収  入
第１款   下水道事業収益 339,385 千円

第１項 営 業 収 益 133,388 千円
第２項 営 業 外 収 益 205,997 千円
   支  出

第１款   下水道事業費用 325,565 千円
第１項 営 業 費 用 284,288 千円
第２項 営 業 外 費 用 38,635 千円
第３項 特 別 損 失 1,642 千円
第４項 予 備 費 1,000 千円

（ 資本的収入及び支出 ）
第４条   資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額９２，３７５千円は、
         当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額８，４４３千円、当年度分損益勘定留保資金７０，４０４千円及び引継金１３，５２８
        千円をもって補てんするものとする。）

   収  入
第１款   資本的収入 294,516 千円

第１項 負 担 金 等 18,584 千円
第３項 国 庫 補 助 金 122,500 千円
第５項 企 業 債 153,000 千円
第６項 他 会 計 補 助 金 432 千円
   支  出

第１款   資本的支出 386,891 千円
第１項 建 設 改 良 費 304,240 千円
第３項 企 業 債 償 還 金 82,651 千円

平 成 ３ １ 年 度 広 川 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算
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     （ 特例的収入及び支出 ）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金

及び未払金の金額は、それぞれ、１１，９７７千円及び４８，０１１千円である。

     （ 企業債 ）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道事業債 149,800

流域下水道事業債 3,200

     （ 一時借入金 ）

     （ 議会の議決を経なければ流用をすることのできない経費 ）

    （１）  職員給与費 32,431 千円

     （ 他会計からの補助金 ）

広 川 町 長 渡 元 喜

第６条　 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

１．借入先
　　政府資金
　　機構資金
　　銀行等引受資金
　　その他の資金
２．借入方法
　　　証書借入

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方
式で借入れ
る政府資金
及び機構資
金について、
利率の見直
しを行った後
については、
当該見直し
の利率。）

　政府資金・機構資金
については、その貸付
条件により、銀行その
他の資金については、
その債務者との協定に
よるものとする。
　ただし、町財政の都
合により、据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は
低利に借換えすること
ができる。

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１４５，５６０千円である。

   　　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ４ 日 提 出



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  下水道事業収益 339,385
  １  営 業 収 益 133,388

  １  下水道使用料 133,090 下水道使用料 133,090

  ９  その他の営業収益 298 手数料

排水設備工事店指定等手数料 165

排水設備工事責任技術者登録等手数料 117

督促手数料 16

  ２  営業外収益 205,997
  １  受 取 利 息 1 預金利息 1

  ２  他会計補助金 145,128 他会計補助金 145,128

　３　長期前受金戻入 50,867 長期前受金戻入

国庫補助金 34,719

受益者負担金等 4,150

他会計補助金 6,354

受贈財産評価額寄附金 5,644

  ６  雑  収  入 1 延滞金 1

  ７  消費税還付金 10,000 消費税還付金 10,000

平成３１年度広川町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収           入

備                     考
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（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １ 下水道事業費用 325,565
  １ 営 業 費 用 284,288

  １  管　　渠　　費 16,365
光熱水費 1,562

通信運搬費 298

委託料 2,601

マンホールポンプ点検委託料 2,326

GISデータインストール委託料 128

システム変更業務委託料 147

手数料 4

修繕費 300

工事請負費 2,690

検針用水道メータ設置工事費 200

マンホール蓋等調整工事費 900

道路舗装工事 1,590

 補助金（水洗便所等改造資金助成金） 8,910

  ３  総     係     費 24,532
給  料 8,720

手当等 3,359

賞与引当金繰入額 1,179

法定福利費 4,425

法定福利費引当金繰入額 230

報償費（受益者負担金前納奨励金） 3,288

旅費 3

備消品費 56

印刷製本費 133

委託料（企業会計システム保守） 572

支           出

備                     考



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

賃借料 496

積算システム賃借料 491

駐車場利用料 5

負担金 1,921

矢部川流域下水道事業推進協議会 674

日本下水道協会 61

日本下水道協会九州支部 11

矢部川流域下水道促進協議会 157

全国町村下水道協議会福岡県支部 20

日本下水道協会福岡県支部 46

酸欠防止・硫化水素危険作業主任者 17

庁舎管理負担金 935

貸倒引当金繰入額 150

  ４  流域下水道維持管理負担金 122,120 流域下水道維持管理負担金 122,120

  ５  減価償却費 121,271
有形固定資産減価償却費 92,498

無形固定資産減価償却費 28,773

  ２  営業外費用 38,635
  １  支 払 利 息 38,635 支払利息 37,895

一時借入金利息 740

  ３  特  別  損  失 1,642
  ４　 過年度損益修正損 234 過年度下水道使用料還付金等 234

  ９  その他特別損失 1,408 手当等（過年度引当相当分） 1,408

  ４  予   備   費 1,000
  １  予   備   費 1,000

備                     考
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（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  資本的収入 294,516

  １  負担金等 18,584

  １　受益者負担金 18,355 受益者負担金

  ２　分担金 229 分担金

  ３　国庫補助金 122,500

  １  国庫補助金 122,500 国庫補助金（社会資本整備総合交付金）

  ５　企業債 153,000

  １  建設改良債 153,000

流域下水道事業 3,200

公共下水道事業債 149,800

  ６　他会計補助金 432
  １  他会計補助金 432 他会計補助金

資本的収入及び支出

収           入

備                     考



（ 単位 ： 千円 ）

款 項 目 予     定     額

  １  資本的支出 386,891
  １  建設改良費 304,240

  １  管路建設費 285,500 工事請負費（補助事業） 272,500

工事請負費（単独事業） 10,000

補償、補填及び賠償金（水道管移設） 3,000

  ３  総  係  費 14,564
給  料 6,397

手当等 4,652

法定福利費 3,469

備消品費 46

  ５　流域下水道建設負担金 4,176 流域下水道建設負担金 4,176

  ３  企業債償還金 82,651
  １  企業債償還金 82,651  企業債償還金（元金） 82,651

支           出

備                     考
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（ 単位：千円 ）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
　　当年度純利益 4,730
　　減価償却費 121,271
　　固定資産除却費 0
　　引当金の増減額 1,409
　　貸倒引当金の増減額 150
　　長期前受金戻入額 △ 50,867
　　受取利息及び受取配当金 △ 1
　　支払利息 38,635
　　未収金の増減額（△は増加） △ 67
　　特定収入仮払消費税の調整額 △ 12,805
　　未払金の増減額（△は減少） △ 44,375
　　小計 58,080
　　利息及び配当金の受取額 1
　　利息の支払額 △ 38,635
  業務活動によるキャッシュ・フロー 19,446

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出 △ 282,992
　　国庫補助金等による収入 122,500
　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 432
　　負担金による収入 18,584
  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 141,476

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 153,000
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 82,651
　財務活動によるキャッシュ・フロー 70,349

  資金の増加額（又は減少額） △ 51,681
  資金期首残高 105,468
  資金期末残高 53,787

平成３１年度   広川町下水道事業予定キャッシュフロー計算書
（  平 成 ３１ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ３２ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  ）



(１）  総    括 （ 単位 ：人、千円）

特別職

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 （　） 8,720 4,538 13,258 4,655 17,913

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 2 （　） 6,397 4,652 11,049 3,469 14,518

度 合              計 4 （　） 15,117 9,190 24,307 8,124 32,431

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 （　） 8,603 4,946 13,549 4,786 18,335

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 2 （　） 6,312 3,316 9,628 3,474 13,102

度 合              計 4 （　） 14,915 8,262 23,177 8,260 31,437

比 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 （　） 117 △ 408 △ 291 △ 131 △ 422

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 （　） 85 1,336 1,421 △ 5 1,416

較 合              計 0 （　） 202 928 1,130 △ 136 994

区 分 扶養手当 通勤手当

本 年 度 894 149

前 年 度 738 149

比 較 156 0

備考１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算となったものについて記載すること。
備考２　（　　　　）内は、短時間勤務職員について外書すること。

手
当
の
内
訳

前年度は企業会計移行前のため該当なし
損益勘定支弁職員に係る手当（期末勤勉手当）及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

法 定 福 利 費 合 計区             分

0 216 △ 44 0 600 928

0 6,137 644 594 0 8,262

0 6,353 600 594 600 9,190

管理職手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 住居手当 児童手当 合　　　　計

給  与  費  明  細  書

職 員 数 給 与 費

一般職 報 酬 給 料 手 当 計

-  ９  -



－１０－ 下水道事業明細

（２）給料及び職員手当の増減額の明細
区分 増減額

給与改定の状況
平均改定率　　　　0.20%
実施時期

職員数の異動状況
区分 在職数
本年度 4
前年度 4
増減 0

扶養手当 0
管理職手当 0
期末勤勉手当 131
通勤手当 0
時間外勤務手当 0
住居手当 0
児童手当 0

扶養手当 156
管理職手当 0
期末勤勉手当 85
通勤手当 0
時間外勤務手当 △ 44
住居手当 0
児童手当 600

人事院勧告に基づく、扶養
手当の改正によるもの

その他の増減分 職員構成等によるもの

昇給昇格等に伴う増加分

その他の増減分 職員構成等によるもの

職
員
手
当

202

928

28

194

△ 20

131

797

制度改正に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

（単位：千円）
増減事由別内訳 説　　明 備　　　　　　　　　　考

平成30年4月1日

給
料



　　　（３）給料及び職員手当等の状況
（３）給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当り給与 （単位：円） イ　初任給 （単位：円）

区分 本年度 前年度
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 大学卒 180,700 179,200
314,300 43.75 高校卒 153,000 151,500
309,675 42.75

ウ　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

行政職 労務職 行政職 労務職
６級 ６級
５級 ５級
４級 1 1 ４級
３級 3 3 ３級
２級 ２級
１級 １級
計 4 0 4 0

エ　期末手当・勤勉手当 オ　地域手当
支　　給

６月 １２月 率　　計
2.225 2.225 4.45
2.125 2.275 4.40
同 同 同

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 キ　その他の手当

扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 距離別支給

国の制度 同 同 同 同 同

国の制度との
異同

差異の内容

行政職

課長・次長・局長・参事
補佐・室長・主幹
係長・統括主査

支給対象職員数
0人

最高限度

49.59

加算措置等

定年前早期退
職特例・在職
期間調整

区分

区分

前年度

支給率
0%

区分

退職手当

支 給 率 等

２０年勤続

25.55625

２５年勤続

34.5825

３５年勤続

49.59

本 年 度

区分

前 年 度
国 の 制 度
役 職 加 算 役職・段階別に５％～１５％加算

支給期別支給率（月分）

区分

主査
主任主事
主事

行政職 労務職

本 年 度
前 年 度

本年度

－１１－ 下水道事業状況
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（ 単位：千円 ）

資  産  の  部
１ 固   定   資   産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地 87
ロ 建 物 0

   減価償却累計額 0 0
ハ 構 築 物 3,992,881

   減価償却累計額 88,947 3,903,934

ニ 機 械 及 び 装 置 56,704
   減価償却累計額 3,551 53,153

ホ 建 設 仮 勘 定 279,125
有 形 固 定 資 産 合 計 4,236,299
無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 645,769
   減価償却累計額 24,906 620,863

無形固定資産合計 620,863
固定資産合計 4,857,162

２ 流   動   資   産

（１）  現 金 預 金 53,787
（２）  未 収 金 11,895
（３） そ の 他 流 動 資 産 3,539

流   動   資   産   合   計 69,221
資       産       合       計 4,926,383

負  債  の  部
３ 固　　定   負   債

（１） 企 業 債 2,645,688
固　　定　　負　　債　　合　　計 2,645,688

平 成 ３１ 年 度 広 川 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（   平 成 ３２ 年 ３ 月 ３１ 日   ）



４ 流   動   負   債

（１） 企 業 債 95,517
（２） 未 払 金 3,636
（３） 引 当 金 1,409
（４） 預 り 金 0
（５） そ の 他 流 動 負 債 82

流   動   負   債   合   計 100,644

５ 繰　　延　　収　　益

（１） 長 期 前 受 金 2,265,147
（２） 長期前受金収益化累計額 △ 50,867

繰　 延　 収 　益 　合 　計 2,214,280
負 　　　債　　 　合　 　　計 4,960,612

資  本  の  部
６ 資     本     金

（１） 資 本 金 0
資    本    金    合    計 0

７  剰     余    金

（１） 資 本 剰 余 金

イ 国 県 補 助 金 0
ロ 工 事 負 担 金 0
ハ 受 贈 財 産 評 価 額 0
ニ 他 会 計 補 助 金 0
ホ 加 入 金 0
資  本  剰  余  金  合  計 0

（２） 利 益 剰 余 金 　
イ 減 債 積 立 金 0
ロ 利 益 積 立 金 0
ハ 建 設 改 良 積 立 金 0
ニ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 34,229
利   益   剰   余   金 △ 34,229
剰   余   金   合   計 △ 34,229
資   本   合   計 △ 34,229
負   債   資   本   合   計 4,926,383

- 13 -
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（ 単位：千円 ）

資  産  の  部
１ 固   定   資   産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地 87
ロ 建 物 0

   減価償却累計額 0 0
ハ 構 築 物 3,992,881

   減価償却累計額 0 3,992,881

ニ 機 械 及 び 装 置 56,704
   減価償却累計額 0 56,704

ホ 建 設 仮 勘 定 0
有 形 固 定 資 産 合 計 4,049,672
無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 645,769
   減価償却累計額 0 645,769

無形固定資産合計 645,769
固定資産合計 4,695,441

２ 流   動   資   産

（１）  現 金 預 金 105,468
（２）  未 収 金 11,978
（３） そ の 他 流 動 資 産 3,539

流   動   資   産   合   計 120,985
資       産       合       計 4,816,426

負  債  の  部
３ 固　　定   負   債

（１） 企 業 債 2,588,205
固　　定　　負　　債　　合　　計 2,588,205

平 成 ３１ 年 度 広 川 町 下 水 道 事 業 予 定 開 始 貸 借 対 照 表
（   平 成 ３１ 年 ４ 月 １ 日   ）



４ 流   動   負   債

（１） 企 業 債 82,651
（２） 未 払 金 48,011
（３） 引 当 金 0
（４） 預 り 金 0
（５） そ の 他 流 動 負 債 82

流   動   負   債   合   計 130,744

５ 繰　　延　　収　　益

（１） 長 期 前 受 金 2,136,436
（２） 長期前受金収益化累計額 0

繰　 延　 収 　益 　合 　計 2,136,436
負 　　　債　　 　合　 　　計 4,855,385

資  本  の  部
６ 資     本     金

（１） 資 本 金 0
資    本    金    合    計 0

７  剰     余    金

（１） 資 本 剰 余 金

イ 国 県 補 助 金 0
ロ 工 事 負 担 金 0
ハ 受 贈 財 産 評 価 額 0
ニ 他 会 計 補 助 金 0
ホ 加 入 金 0
資  本  剰  余  金  合  計 0

（２） 利 益 剰 余 金 　
イ 減 債 積 立 金 0
ロ 利 益 積 立 金 0
ハ 建 設 改 良 積 立 金 0
ニ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 38,959
利   益   剰   余   金 △ 38,959
剰   余   金   合   計 △ 38,959
資   本   合   計 △ 38,959
負   債   資   本   合   計 4,816,426
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
平成３１年度より地方公営企業法を適用し、地方公営企業会計基準による財務諸表を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　・減価償却の方法　　定額法
　　　　　・主な耐用年数

構築物 ５０年
機械及び装置 １０～２０年
車両運搬具 ５年
工具、器具及び備品 ５年

　　（２）無形固定資産
　　　　　・減価償却の方法　　定額法

流域下水道施設利用権 ３５年
　　　
　２　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　退職給付引当金については、退職手当を一般会計で負担しているため計上していない。
　  （２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　  （３）貸倒引当金
         債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ． その他の注記
　　（１）リース会計に係る特例措置
         所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

注　記

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属
する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。



（単位:千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 地 方 債 工事負担金 その他
一般財源

2,064

2,879下水道会計システム業務用アプリケーショ
ン保守及びデータセンター利用料

土木積算システム賃借料 0

0

0

0

0

0

0

0

2,064

2,879

自：平成３１年度

至：平成３４年度

自：平成３１年度

至：平成３５年度

486

0

2,550

2,879

自：平成３０年度

至：平成３０年度

自：平成　　年度

至：平成　　年度

債　　務　　負　　担　　行　　為　　に　　関　　す　　る　　調　　書

前年度末までの支払 当該年度以降の支払 　左　　　　の　　　　財　　　源　　　　内　　　　訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額 　　特　　　　定　　　　財　　　　源限度額事　　　　　　項
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平成３１年度　広川町下水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的収入 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　下水道事業収益 339,385 268,138 71,247

１　営業収益 133,388 127,330 6,058

１　下水道使用料 133,090 127,267 5,823

下水道使用料 133,090 127,267 5,823 下水道使用料

９　その他営業収益 298 63 235

手数料 298 63 235

排水設備工事店指定等手数料
165
排水設備工事責任技術者登録等
手数料　117
督促手数料　16

２　営業外収益 205,997 140,808 65,189

１　受取利息 1 0 1

預金利息 1 0 1 普通預金

２　他会計補助金 145,128 133,434 11,694

他会計補助金 145,128 133,434 11,694

３　長期前受金戻入 50,867 0 50,867

国庫補助金 34,719 0 34,719

受益者負担金等 4,150 0 4,150

他会計補助金 6,354 0 6,354

受贈財産評価額寄附金 5,644 0 5,644

６　雑収入 1 0 1

その他雑収益 1 0 1 延滞金等

７　消費税還付金 10,000 7,374

消費税還付金 10,000 7,374 2,626 31年度消費税還付金

償却資産に係る資本剰余金のう
ち、減価償却、除却された部分に
見合う分を収益化するもの



平成３１年度　広川町下水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　下水道事業費用 325,565 219,070 106,495

１　営業費用 284,288 169,481 114,807

１　管渠費 16,365 11,842 4,523

光熱水費 1,562 1,431 131 マンホールポンプ電気料金

通信運搬費 298 216 82
マンホールポンプ回線使用料、郵
送料

委託料 2,601 2,785 △ 184
マンホールポンプ保守点検委託料
など

手数料 4 5 △ 1 口座振替手数料

修繕費 300 300 0

工事請負費 2,690 2,700 △ 10
井戸メータ設置工事、マンホール
蓋調整、舗装工事など

負担金、補助及び交付金 8,910 4,405 4,505 水洗便所等改造資金助成金

３　総係費 24,532 35,400 △ 10,868

 給料 8,720 8,603 117

手当等 3,359 4,946 △ 1,587

扶養手当　258
期末手当　1,405
勤勉手当　1,018
住居手当　270
時間外勤務手当　408

賞与引当金繰入額 1,179 0 1,179
来年支給分の賞与のうち4か月分
を計上

法定福利費 4,425 4,786 △ 361

共済組合納付金　2,791
公務災害補償基金組合納付金
27
市町村職員福祉協会負担金　30
退職手当組合負担金　1,577

法定福利費引当金繰入額 230 0 230
来年賞与時の共済組合負担金4か
月分を計上

報償費 3,288 1,268 2,020 受益者負担金前納報奨金

旅費 3 3 0

備消品費 56 116 △ 60
書籍代、用紙代、コピートナー、井
戸分検針用メータ

印刷製本費 133 8 125 納付書、封筒等

委託料 572 14,158 △ 13,586
会計システム保守及びデータセン
ター利用料

使用料及び賃借料 496 509 △ 13
積算システム賃借料、駐車場利用
料
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平成３１年度　広川町下水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課
収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

負担金 1,921 1,003 918

矢部川流域下水道事業推進協議
会負担金　674
日本下水道協会負担金　61
日本下水道協会九州支部負担金
11
矢部川流域下水道促進協議会負
担金　157
全国町村下水道協議会福岡県支
部負担金　20
日本下水道協会福岡県支部負担
金　46
酸欠防止・硫化水素危険作業主任
負担金　17
庁舎管理経費負担金　935

貸倒引当金繰入額 150 0 150

４　流域下水道維持管理費負担金 122,120 122,239 △ 119

流域下水道維持管理費負担金 122,120 122,239 △ 119

５　減価償却費 121,271 0 121,271

有形固定資産減価償却費 92,498 0 92,498

無形固定資産減価償却費 28,773 0 28,773

２　営業外費用 38,635 38,136 499

１　支払利息 38,635 38,136 499

企業債利息 37,895 38,136 △ 241

一時借入金利息 740 0 740

３　特別損失 1,642 50 1,592

４　過年度損益修正損 234 50 184

過年度損益修正損 234 50 184 過年度還付・過年度不能欠損

９　その他特別損失 1,408 0 1,408

その他特別損失 1,408 0 1,408
賞与引当及び法定福利費引当の
未引当分

４　予備費 1,000 11,403 △ 10,403

１　予備費 1,000 11,403 △ 10,403

予備費 1,000 11,403 △ 10,403



平成３１年度　広川町下水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課

資本的収入 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　資本的収入 294,516 293,318 1,198

１　負担金等 18,584 8,918 9,666

１　受益者負担金 18,355 8,817 9,538

受益者負担金 18,355 8,817 9,538

２　分担金 229 101 128

分担金 229 101 128

３　国庫補助金 122,500 112,000 10,500

１　国庫補助金 122,500 112,000 10,500

国庫補助金 122,500 112,000 10,500 社会資本整備総合交付金

５　企業債 153,000 172,400 △ 19,400

１　建設改良債 153,000 172,400 △ 19,400

建設改良債 153,000 172,400 △ 19,400
流域下水道事業債　3,200
公共下水道事業債　149,800

６　他会計補助金 432 0 432

１　他会計補助金 432 0 432

他会計補助金 432 0 432 職員児童手当分
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平成３１年度　広川町下水道事業会計予算基礎資料 環境衛生課

資本的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 本年度予定額 前年度予定額 増減 説明

１　資本的支出 386,891 357,740 29,151

１　建設改良費 304,240 285,579 18,661

１　管路建設費 285,500 272,400 13,100

工事請負費 282,500 269,400 13,100
補助（交付金対象事業及び同時発
注分）　272,500
単独事業分　10,000

補償、補填及び賠償金 3,000 3,000 0 水道管等移設補償費

３　総係費 14,564 13,179 1,385

給料 6,397 6,312 85

手当等 4,652 3,316 1,336

扶養手当　636
期末手当　1,605
勤勉手当　1,146
通勤手当　149
住居手当　324
時間外勤務手当　192
児童手当　600

法定福利費 3,469 3,474 △ 5

共済組合納付金　2,267
公務災害補償基金組合納付金
21
市町村職員福祉協会負担金　22
退職手当組合負担金　1,159

備消品費 46 77 △ 31
下水道関係書籍代、コピートナー
等

１　流域下水道建設負担金 4,176 5,146 △ 970

流域下水道建設負担金 4,176 5,146 △ 970

３　企業債償還金 82,651 72,161 10,490

１　企業債償還金 82,651 72,161 10,490

企業債償還金 82,651 72,161 10,490


